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地域特性に応じた地域公共ネットワーク 

構築モデル仕様（第 2.0 版）の公表について 
 

平成 20 年 4 月 10 日 
財団法人全国地域情報化推進協会 

 
当協会は、総務省が２００６年７月に策定した「重点計画-２００６」を踏まえ、地方公

共団体・事業者・学識経験者等からなる情報通信インフラ委員会（委員長：齊藤忠夫 東

京大学名誉教授）において、地域特性に応じた地域公共ネットワーク構築モデル仕様（第

2.0 版）を取りまとめ、本日、公表しました。 
 

１ 背景 

  政府は、「重点計画-２００６」（平成１８年７月２６日策定）において、地域公共ネ

ットワークの全国的な普及について目標に掲げました。 

この計画では、地域公共団体等への支援を行うとともに、地域公共ネットワークと都

道府県情報ハイウェイの接続等による全国的な公共ブロードバンド・ネットワーク構築

を推進するため、接続に関する標準仕様の策定を行うこと、及び地域公共ネットワーク

の民間事業者への開放を促進し、住民アクセス網の確保に向けた取り組みを支援するこ

とが示されております。 

当協会においては、本計画の趣旨を踏まえ、地域公共ネットワークの全国整備を促進

するため、情報通信インフラ委員会（委員長：齊藤忠夫 東京大学名誉教授）の下に地

域公共ネットワーク整備促進ワーキンググループ（主査：井上伸雄 多摩大学・大学院

客員教授）を設置し、地方公共団体・事業者・学識経験者等のご意見を賜り、地域特性

に応じた地域公共ネットワーク構築モデル仕様（第2.0版）を取りまとめました。 

 

２ 概要 

（１） 地域特性に応じた地域公共ネットワーク構築モデル仕様（第 2.0 版） 
【別添：構築モデル仕様のポイント】 

地域公共ネットワークの整備を検討している地方公共団体に対し、今後の実施の

判断に資するため、モデルとして選定した団体の地域課題、情報通信サービスの現

状等を分析し、当該団体の要望を踏まえた推奨整備パターンを作成した。 
モデル自治体は、岩手県岩手町、宮城県本吉町、高知県四万十町の３町。仕様は、

調査報告書（３町）とヒント集の２部構成。 

URL：http://www.applic.or.jp/2008/infra/shiyo/ 
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（２）参考：地域公共ネットワークに係る標準仕様（平成１９年４月改訂版） 

総務省地方情報化推進室において所管する地域イントラネット基盤施設整備事業の

手引書。地方公共団体が地域公共ネットワークを整備する際に、必要又は参考となる

情報・基準等を標準的な仕様として策定。 
URL：http://www.soumu.go.jp/joho_tsusin/manual/ck_network/ck_network.html 
 

３ 検討体制と活動内容等 

（１）情報通信インフラ委員会 

・委員長：齊藤忠夫 東京大学名誉教授 

・副委員長：和歌山県、鹿児島県、東日本電信電話㈱ 

・構成：電気通信事業者、メーカー、都道府県、市町村、学識経験者、その他、 

計１３１構成員 

（２）地域公共ネットワーク整備促進ワーキンググループ 

・主査：井上伸雄 多摩大学・大学院客員教授  （３０構成員） 

・活動内容：①地域公共ネットワーク整備状況に関する情報の共有 

②地域公共ネットワークに係る標準仕様の検討、改訂 

③地域特性に応じた地域公共ネットワーク構築モデル仕様の作成 等 

（３）開催状況 

・情報通信インフラ委員会 

第１回委員会   （２００７年１１月） 

第２回委員会   （２００８年 ３月） 

・地域公共ネットワーク整備促進ワーキング 

第１回ワーキング（２００７年 ６月） 

第２回ワーキング（   同年 ９月） 

第３回ワーキング（   同年１1月） 

第４回ワーキング（２００８年 １月） 

 

４ 今後の予定 

  当協会は、平成２０年度も、標準仕様の検討・改訂、地域特性に応じた構築モデル仕

様及び新規施策として住民の利便性が図れる活用モデル仕様の作成に取り組み、引き続き

地域公共ネットワークの整備促進に向けた活動を積極的に行っていく所存です。 

以 上 
【本件に関するお問い合わせ先】 

財団法人全国地域情報化推進協会（担当：藤原） 

電話：03-5251-0311 FAX：03-5251-0317 
e-mail：info@applic.or.jp 



別 添
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地域特性に応じた地域公共ネットワーク
構築モデル仕様（第2.0版）のポイント
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構築モデル仕様とは

構築モデル仕様

地域公共ネットワークの整備を検討している地方公共団体に対し、今後の実施

の判断に資するため、モデルとして選定した団体の地域課題、情報通信サービス

現状等を分析し、当該団体の要望を踏まえた推奨整備パターンを作成した。

モデル自治体は、岩手県岩手町、宮城県本吉町、高知県四万十町の３町。仕様

は、調査報告書（３町）とヒント集の２部構成

構築モデル仕様

第１章 地域課題と対応策

町と地域課題の概要、情報通信サービスの現状、今後の検討課題

第２章 地域公共ネットワークの整備

整備の意義と概要、整備手法とコスト（拠点間接続、民間開放用心線等）

第３章 地域公共ネットワークによる住民サービスの提供

必要なアプリケーション、整備手法とコスト（防災情報システムの整備、

携帯電話不感地域解消、地上デジタル難視聴地域対策等）

第４章 まとめ

推奨整備パターン、整備コストと事業年度、予算措置

第１章 地域課題と対応策

町と地域課題の概要、情報通信サービスの現状、今後の検討課題

第２章 地域公共ネットワークの整備

整備の意義と概要、整備手法とコスト（拠点間接続、民間開放用芯線等）

第３章 地域公共ネットワークによる住民サービスの提供

必要なアプリケーション、整備手法とコスト（防災情報システムの整備、

携帯電話不感地帯解消、地上デジタル放送難視聴地域対策等）

第４章 まとめ

推奨整備パターン、整備コストと事業年度、予算措置

調査報告書の構成
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構築モデル仕様 調査報告書の特徴（１）

「自治体の要望」を整理
・・・第２章 地域公共ネットワークの整備 １ 整備の意義

「要望」の明確化により、見積時の不確定要素を軽減

・検討項目・・・何をやりたいのか？

・優先順位・実現時期・・・優先順位付けと工程整理

・整備方式・・・段階的整備（芯線開放）or 一括整備
・財源関係・・・補助金、交付金及び地財措置など.

調査報告書の特徴（１）

（例）岩手県岩手町（P.19）
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構築モデル仕様 調査報告書の特徴（２）

「構築費用」を明確化
・・・第２章＆第３章 ２ 具体的整備手法とコスト
「技術要件」を整理し、「判断基準」を明確化

調査報告書の特徴（２）

（例）高知県四万十町（P.51）
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構築モデル仕様 調査報告書の特徴（３）

ＡＰＰＬＩＣの提言として、推奨整備パターンを提示

・・・第４章 まとめ

自治体が事業化に必要な「概算額」を提示

「予算措置」、「推進体制」にも一部言及

調査報告書の特徴（３）

（例）宮城県本吉町（P.78） 高知県四万十町（P.80）
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構築モデル仕様 ヒント集（１）

ヒント集
調査報告書から、モデル３自治体における共通課題や、今後の整備実施の判断

及び報告書の水平展開に資する内容について作成（計１６項目）

（例）IRU方式によるFTTHサービスの整備範囲（P.10）
２ 内容

IRU方式によるFTTHサービスにおいて、自治体と民間電気通信事業者の整備範囲についての考え方を下図に示す。
整備範囲については、自治体と連携する民間電気通信事業間で、あらかじめ綿密な協議が必要である。連携する電気
通信事業者の選定は、事業着手の4～6ヶ月前に完了しておくことが望ましい。

図３ IRU方式によるFTTHサービスの整備区分（例）
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構築モデル仕様 ヒント集（２）

・ 自らの「強み」と「弱み」
を客観的に把握

・ 基礎データの作成

要件定義完了
(構築モデル仕様完成)

図１ 構築モデル仕様における検討フロー

現 状 把
握

要望の整理

技術要件の
整理

現状の把握

・ 担当課との調整
・ 推進体制の整備

・ 提案事業者に不明な点を確認
・ 担当課と要望の刷り合わせ

(1) 検討着手前の事前準備

(2) 提案ベンダとの初期対応

段階 検討フロー 検討項目

・ 課題の抽出と解決方法
・ あるべき姿と要望の整理
・ 整備計画の検討に着手

・判断基準の明確化
・積算条件の提示
・概算見積額の確定

(3) 具体的な整備手法の検討時

（例）構築モデル仕様における「検討フロー」及び「検討項目」 （P.1～5）


